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地⽅⾃治体等向け情報閲覧ページについて

1

 資源エネルギー庁が保有するＦＩＴ等認定情報や各⾃治体で制定している再エネ関係の条例に関
して、「地⽅⾃治体等向け情報閲覧ページ」において情報提供しており、本年9⽉末時点で、
878⾃治体が登録済み。

 これまで、１ ⾃治体あたり 1 IDとしていたところ、関係法令違反に対して速やかな対応を⾏う
ことを⽬的に、本年７⽉末より、1 ⾃治体あたり最⼤で15 IDまで付与することとした。

 今後、各⾃治体組織内において、エネルギー政策部局のみならず、関係法令を所掌する部
局における利活⽤を促していく。
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⾃治体等関係⾏政機関向けの関係法令違反通報機能について
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 再エネ特措法では条例も含む関係法令遵守を求めており、違反があった場合、⾃治体等の関係⾏
政機関から通報を受け、再エネ特措法に基づく指導、改善命令、認定取消の⼿続を⾏うこととし
ているが、以下のような課題がある。 
①関係⾏政機関と地⽅経産局との連携不⾜による、指導等の対応における初動の遅れ 
②関係⾏政機関の間で、それぞれの許認可の状況を把握できない事 

 今回、⾃治体等の関係⾏政機関が法令違反事案を覚知した際、速やかに違反の解消を促す事を⽬
的として、再エネ業務管理システムを活⽤し、違反に関する情報を簡単に登録・コメント
できるツールとして2023年3⽉より新たな運⽤を開始。
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今後の展開について
 2024年4⽉から説明会等の周知が申請前に義務化されることに伴い、登録⾃

治体内での説明会の開催情報等の共有を予定。

 また、今年10⽉から申請要件化の対象となった森林法、盛⼟規制法、砂防三
法に関する許認可、また転⽤違反・疑義の多い農地法に関して、許認可部局
から任意で登録いただく仕組み（関係法令事前登録機能（仮））を整備し、
当該許認可部局から再⽣可能エネルギー設備の許認可状況を登録いただくこ
とで、認定申請案件の審査時に不適切案件の未然の発⾒等を進めて、トラブ
ルの防⽌などにつなげたい⽅針。

 これらによって、地域と共⽣した再⽣可能エネルギーの更なる導⼊につなげ
たいと考えている。
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• 全国の都道府県及び市区町村を対象に、再⽣可能エネルギー発電設備の設置に関する条例、
規則、ガイドライン等（「条例等」という）の制定状況をアンケートにより把握し、その結果を⾃
治体職員に限定して閲覧できるシステムを公開。

【本調査における「再エネ条例」について】

本調査における「再エネ条例」は、太陽光発電設備、または再生可能エネルギー発電設備の設置について、届出、協議、確認、同意、許可、認定、禁止等のいずれか
の手続や立地規制を課す条例を対象とし、単に立地の促進のみを規定する条例や、環境影響評価条例、環境保全・緑地保全等に関する条例、景観条例等において
太陽光発電設備等の設置の規制を規定するものは対象外としている。

検索条件⼀覧 検索結果のイメージ

（参考）再⽣可能エネルギー⾃治体条例検索システム



設備申請情報検索
 設備申請情報の検索・参照ができる機能です。（この機能でのみ閲覧可能。⾮公開情報）

 検索できる対象は代表地番の設置場所が利⽤申請時に指定する閲覧範囲のみとなります。
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認定設備情報検索
 認定設備情報の検索・参照ができる機能です。

 検索対象は設置場所の代表地番が閲覧範囲に含まれるもののみとなります。
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再エネ条例検索
 全国の都道府県及び市区町村を対象に、再⽣可能エネルギー発電設備の設置に関する条例、規則、

ガイドライン等（「条例等」という）の制定状況をアンケートにより把握した結果を閲覧するこ
とができる機能です。

 条例の名称、種別、制定⽬的のほか、⾃然環境や⽣活環境等との調和を図る観点からの⼿続きや
⽴地規制を課す規定等の情報を収録しており、今後、新たに再⽣可能エネルギー発電設備の設置
に関する条例等の策定や改訂を⾏う⾃治体の参考に供することを⽬的としている。
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認定情報地図検索
 認定設備情報を地図上にマッピングされた状態で確認することができる機能です。

 対象は太陽光20kW以上または太陽光以外の認定情報です。公表情報をベースにしているため、
利⽤申請時に指定する閲覧範囲に関わらず全国の認定情報を検索することができます。
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メール配信設定
 承認されている⾃治体閲覧範囲の地域に設備の代表地番がある新規認定申請または変更認定申請

が⾏われた場合、その通知を受け取ることができる設定を⾏う機能です。

 メール配信設定のメニューは他の機能とは異なり、利⽤者情報のメニューの中にあります。
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